様式第１号（第４条関係）　

まちづくり専門家派遣申請書

　　年　　月　　日
熱海市長　　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　協議会等の名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　氏　　名　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　熱海市まちづくり条例施行規則第４条第１項の規定により、まちづくり専門家の派遣を申請します。

	派遣を受ける

目的及び内容
	

	派遣を希望する

回数及び日程
	

	派遣を希望する場所等
	

	派遣を希望する

まちづくり専門家
	

	備考
	


様式第２号（第４条関係）

まちづくり専門家派遣決定通知書　　
第　　号
年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　熱海市長　　　　　　　　　　　　　　
　　年　　月　　日付けで申請のあったまちづくり専門家の派遣については、熱海市まちづくり条例施行規則第４条第２項の規定により、次のとおり決定しましたので通知します。

	決定区分
	□　派遣します
□　派遣しません　（理由：　　　　　　　　　　　　　）

	派遣する日程等
	

	派遣する会場
	

	派遣を希望する

まちづくり専門家
	

	派遣業務の内容
	

	備考
	


１　この決定に不服がある場合は、この決定を知った日の翌日から起算して60日以内に、熱海市長に対して異議申立てをすることができます。

２　この決定の取消しを求める訴えをする場合には、この決定を知った日の翌日から起算して６箇月以内に熱海市を被告として(訴訟において熱海市を代表する者は熱海市長となります｡)、提起することができます。(決定を知った日から６箇月以内であっても、決定の日から1年を経過すると決定の取消しの訴えを提起することができなくなります｡)ただし、異議申立てをした場合には、この決定の取消しの訴えは、その異議申立てに対する決定の送達を受けた日の翌日から起算して６箇月以内に提起しなければなりません。

様式第３号（第４条関係）

まちづくり専門家派遣依頼書

第　　号
　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　熱海市長　　　　　　　　　　　　　
　熱海市まちづくり条例施行規則第４条第３項の規定により、まちづくり専門家の派遣を依頼します。

	派遣を希望する

回数及び日程


	

	派遣を希望する会場


	

	派遣先の協議会等
	

	派遣業務の内容
	

	備考
	


様式第４号（第４条関係）

まちづくり専門家派遣実績報告書

　　年　　月　　日
熱海市長　　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

　熱海市まちづくり条例施行規則第４条第７項の規定により、まちづくり専門家の派遣により得られた成果について、次のとおり報告します。

	日　時
	

	場　所
	

	参加者数
	

	派遣概要
	

	成果等
	

	次回の予定
	

	まちづくり協議会

確認欄
	確認者の住所、氏名

　　　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


様式第５号（第４条関係）

まちづくり専門家派遣決定取消通知書

第　　号
　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　熱海市長　　　　　　　　　　　　　　
　　年　月　日付けで決定しましたまちづくり専門家の派遣については、熱海市まちづくり条例施行規則第４条第１２項の規定により、次のとおり取り消しましたので通知します。

	派遣先の名称等
	

	取消年月日
	年　　　　月　　　　日

	取消理由
	

	備考
	


１　この決定に不服がある場合は、この決定を知った日の翌日から起算して60日以内に、熱海市長に対して異議申立てをすることができます。

２　この決定の取消しを求める訴えをする場合には、この決定を知った日の翌日から起算して６箇月以内に熱海市を被告として(訴訟において熱海市を代表する者は熱海市長となります｡)、提起することができます。(決定を知った日から６箇月以内であっても、決定の日から1年を経過すると決定の取消しの訴えを提起することができなくなります｡)ただし、異議申立てをした場合には、この決定の取消しの訴えは、その異議申立てに対する決定の送達を受けた日の翌日から起算して６箇月以内に提起しなければなりません。

様式第６号（第５条関係）

まちづくり専門家登録申請書

　　年　　月　　日
熱海市長　　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　
電話番号

生年月日

　熱海市まちづくり条例施行規則第５条第２項の規定により、まちづくり専門家としての登録を申請します。

	専門分野
	

	最終学歴
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　卒業年　　　　　　　年

	資格
	

	主な経歴や活動
	

	所属企業等
	名　　称

所 在 地

電話番号

	添付書類
	□　資格を証明するもの（写し）

□　所属会社の登録承認書（任意様式）

□　その他参考資料

	その他
	・昼間の連絡先、メールアドレス等


様式第７号（第５条関係）

まちづくり専門家登録決定通知書

第　　号
　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　熱海市長　　　　　　　　　　　　　　
　　年　　月　　日付けで申請のあったまちづくり専門家の登録については、熱海市まちづくり条例施行規則第５条第３項の規定により、次のとおり決定しましたので通知します。

	決定区分
	□　登録します
□　登録しません　（理由：　　　　　　　　　　　　　　　）

	登録番号
	

	登録年月日
	年　　　月　　　日

	備考
	


１　この決定に不服がある場合は、この決定を知った日の翌日から起算して60日以内に、熱海市長に対して異議申立てをすることができます。

２　この決定の取消しを求める訴えをする場合には、この決定を知った日の翌日から起算して６箇月以内に熱海市を被告として(訴訟において熱海市を代表する者は熱海市長となります｡)、提起することができます。(決定を知った日から６箇月以内であっても、決定の日から1年を経過すると決定の取消しの訴えを提起することができなくなります｡)ただし、異議申立てをした場合には、この決定の取消しの訴えは、その異議申立てに対する決定の送達を受けた日の翌日から起算して６箇月以内に提起しなければなりません。

様式第８号（第５条関係）

まちづくり専門家登録取消通知書

第　　号
　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　熱海市長　　　　　　　　　　　　　　
　　年　月　日付けで決定しましたまちづくり専門家の登録については、熱海市まちづくり条例施行規則第５条第５項の規定により、次のとおり取り消しましたので通知します。

	取消年月日
	年　　　月　　　日

	取消理由
	

	備考
	


１　この決定に不服がある場合は、この決定を知った日の翌日から起算して60日以内に、熱海市長に対して異議申立てをすることができます。

２　この決定の取消しを求める訴えをする場合には、この決定を知った日の翌日から起算して６箇月以内に熱海市を被告として(訴訟において熱海市を代表する者は熱海市長となります｡)、提起することができます。(決定を知った日から６箇月以内であっても、決定の日から1年を経過すると決定の取消しの訴えを提起することができなくなります｡)ただし、異議申立てをした場合には、この決定の取消しの訴えは、その異議申立てに対する決定の送達を受けた日の翌日から起算して６箇月以内に提起しなければなりません。

様式第９号（第６条関係）

地区まちづくり協議会認定申請書

　　年　　月　　日
熱海市長　　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　氏　　名　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

　熱海市まちづくり条例第１０条第２項の規定により、地区まちづくり協議会の認定を申請します。
	協

議

会

の

概

要
	名称
	

	
	所在地
	

	
	設立年月日
	　　　　　　　年　　　月　　　日

	
	構成員の数
	　　　　　　　　　　　　　　　人

	
	活動の目的
	

	
	活動の地区
	

	
	活動の予定
	

	添付書類
	□ 団体の規約　　　□ 団体の事業活動計画書　　

□ 団体の対象地区を示す図面　　　□ 団体の構成員名簿

□ その他（　　　　　　　　　　　）


様式第１０号（第７条関係）

地区まちづくり協議会認定通知書

第　　号
　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　熱海市長　　　　　　　　　　　　　　
　　年　　月　　日付けで申請のあった地区まちづくり協議会の認定については、熱海市まちづくり条例第１０条第３項の規定により、次のとおり認定しましたので通知します。

	認定区分
	□　認定します
□　認定しません　（理由：　　　　　　　　　　　　　　　）

	登録番号
	

	協議会の名称
	

	協議会の所在地
	

	登録年月日
	年　　　月　　　日

	備考
	


１　この決定に不服がある場合は、この決定を知った日の翌日から起算して60日以内に、熱海市長に対して異議申立てをすることができます。

２　この決定の取消しを求める訴えをする場合には、この決定を知った日の翌日から起算して６箇月以内に熱海市を被告として(訴訟において熱海市を代表する者は熱海市長となります｡)、提起することができます。(決定を知った日から６箇月以内であっても、決定の日から1年を経過すると決定の取消しの訴えを提起することができなくなります｡)ただし、異議申立てをした場合には、この決定の取消しの訴えは、その異議申立てに対する決定の送達を受けた日の翌日から起算して６箇月以内に提起しなければなりません。

様式第１１号（第７条関係）

地区まちづくり協議会申請内容変更届出書

　　年　　月　　日
熱海市長　　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　氏　　名　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

　熱海市まちづくり条例施行規則第７条第２項の規定により、地区まちづくり協議会の申請内容について、次のとおり変更しましたので届け出ます。
	登録番号
	

	協議会の名称
	

	協議会の所在地
	

	変更の内容
	変　更　前
	変　更　後

	
	
	

	変更の理由
	

	添付書類
	


様式第１２号（第９条関係）

地区まちづくり協定申出書

　　年　　月　　日
熱海市長　　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　登録番号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　氏　名　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

　熱海市まちづくり条例第１１条第１項の規定により、当協議会の地区まちづくり計画の内容とする協定を市と締結するよう申出ます。

	地区まちづくり

計画の名称
	

	地区まちづくり

計画の面積
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡

	地区まちづくり区域内の

権利者の総数
	　　　　人

	地区まちづくり区域内の

権利者の内、同意を得た者の総数
	　　　　　　　　　 　人

	地区まちづくり区域内の土地のうち、同意を得た者の土地の総地積及び借地権の目的となっている土地の総地積のうち、同意を得た者の土地の地積の合計
	　　　　　　　　　　㎡

	同意の内容
	

	申請の内容
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	

	添付書類
	□　地区まちづくり計画書　　□　位置図　　□　同意書（様式第１３号）

□ 地区まちづくり計画区域内名簿（様式第１４号）　□　区域図　　　　　　　□　公　図

　□ その他（　　　　　　　　　　）


様式第１３号（第９条関係）

同　意　書

　　年　　月　　日

熱海市長　　あて
熱海市まちづくり条例第１１条第１項第２号の規定により、下記の内容について、同意します。

	同意の内容
	

	地区まちづくり
計画の名称
	

	地区まちづくり
計画の面積
	


様式第１４号（第９条関係）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

地区まちづくり計画区域内名簿

　　年　　月　　日
	番号
	氏　　　　名
	該当区分（該当するもの全てに○をしてください。）
	生　年　月　日

	
	住　　　　所
	
	同 意 署 名 欄

	
	
	20歳以上
	事業を営む者
	土　地

所有者

（　　㎡）
	建築物

所有者
	

	
	
	
	
	
	
	　　　　　　　　　印

	
	
	20歳以上
	事業を営む者
	土　地

所有者

（　　㎡）
	建築物

所有者
	

	
	
	
	
	
	
	　　　　　　　　　印

	
	
	20歳以上
	事業を営む者
	土　地

所有者

（　　㎡）
	建築物

所有者
	

	
	
	
	
	
	
	　　　　　　　　　印

	
	
	20歳以上
	事業を営む者
	土　地

所有者

（　　㎡）
	建築物

所有者
	

	
	
	
	
	
	
	　　　　　　　　　印

	
	
	20歳以上
	事業を営む者
	土　地

所有者

（　　㎡）
	建築物

所有者
	

	
	
	
	
	
	
	　　　　　　　　　印

	
	
	20歳以上
	事業を営む者
	土　地

所有者

（　　㎡）
	建築物

所有者
	

	
	
	
	
	
	
	　　　　　　　　　印

	
	
	20歳以上
	事業を営む者
	土　地

所有者

（　　㎡）
	建築物

所有者
	

	
	
	
	
	
	
	　　　　　　　　　印

	
	
	20歳以上
	事業を営む者
	土　地

所有者

（　　㎡）
	建築物

所有者
	

	
	
	
	
	
	
	　　　　　　　　　印


名簿は、地区まちづくり計画の区域内の地区住民等全てについて記入してください。

同意署名欄は、地区まちづくり計画の内容に同意する人だけ署名してください。（自署で捺印が必要です）
※該当区分は、名簿提出日の属する年の１月１日現在の状態で記入してください。

様式第１５号（第１０条関係）

地区まちづくり計画提案書

　　年　　月　　日
熱海市長　　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　登録番号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　氏　　名　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

　熱海市まちづくり条例第１３条第１項の規定により、当協議会の地区まちづくり計画をまちづくり基本計画に定めるべき事項として提案します。

	地区まちづくり

計画の名称
	

	計画の概要
	

	添付書類
	□ 地区まちづくり計画書　　□ 位置図　□ 同意書（様式第１３号）

□ 地区まちづくり計画区域内名簿（様式第１４号）　□ 区域図　　　　□ 公図

□ その他（　　　　　　　　　　）

	備考
	


様式第１６号（第１１条関係）

テーマ型まちづくり協議会認定申請書

年　　月　　日
熱海市長　　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　氏　　名　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

　熱海市まちづくり条例第１４条第２項の規定により、テーマ型まちづくり協議会の認定を申請します。
	協

議

会

の

概

要
	名称
	

	
	所在地
	

	
	設立年月日
	　　　　　　　年　　　月　　　日

	
	構成員の数
	　　　　　　　　　　　　　　　人

	
	活動の目的
	

	
	活動の地区
	

	
	活動の予定
	

	添付書類
	□ 団体の規約　　　

□ 団体の事業活動計画書　　

□ 団体の対象地区を示す図面　　　

□ 団体の構成員名簿

□ その他（　　　　　　　　　）


様式第１７号（第１２条関係）

テーマ型まちづくり協議会認定通知書

第　　号
　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　熱海市長　　　　　　　　　　　　　　
　　　年　　月　　日付けで申請のあったテーマ型まちづくり協議会の認定については、熱海市まちづくり条例第１４条第３項の規定により、次のとおり認定しましたので通知します。

	認定区分
	□　認定します
□　認定しません　（理由：　　　　　　　　　　　　　　　）

	登録番号
	

	協議会の名称
	

	協議会の所在地
	

	登録年月日
	年　　　月　　　日

	備考
	


１　この決定に不服がある場合は、この決定を知った日の翌日から起算して60日以内に、熱海市長に対して異議申立てをすることができます。

２　この決定の取消しを求める訴えをする場合には、この決定を知った日の翌日から起算して６箇月以内に熱海市を被告として(訴訟において熱海市を代表する者は熱海市長となります｡)、提起することができます。(決定を知った日から６箇月以内であっても、決定の日から1年を経過すると決定の取消しの訴えを提起することができなくなります｡)ただし、異議申立てをした場合には、この決定の取消しの訴えは、その異議申立てに対する決定の送達を受けた日の翌日から起算して６箇月以内に提起しなければなりません。

様式第１８号（第１２条関係）

テーマ型まちづくり協議会申請内容変更届出書

　　年　　月　　日
熱海市長　　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　氏　　名　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

　熱海市まちづくり条例施行規則第１２条第２項の規定により、テーマ型まちづくり協議会の申請内容について、次のとおり変更しましたので届け出ます。
	登録番号
	

	協議会の名称
	

	協議会の所在地
	

	変更の内容
	変　更　前
	変　更　後

	
	
	

	変更の理由
	

	添付書類
	


様式第１９号（第１３条関係）

テーマ型まちづくり計画提案書

　　年　　月　　日
熱海市長　　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　登録番号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

　熱海市まちづくり条例第１５条第１項の規定により、当協議会のテーマ型まちづくり計画をまちづくり基本計画に定めるべき事項として提案します。

	テーマ型まちづくり計画の名称
	

	熱海市内に住所を有する２０歳以上の者で同意を得たものの総数
	

	計画の概要
	

	添付書類
	□　テーマ型まちづくり計画書　　□　位置図　　□　区域図

□　同意書（様式第２０号）　

□　テーマ型まちづくり計画同意者名簿（様式第２１号）　

□　その他（　　　　　　　　）

	備考
	


様式第２０号（第１３条関係）

同　意　書

　　年　　月　　日

熱海市長　　あて
熱海市まちづくり条例第１５条第１項第１号の規定により、下記の内容について、同意します。

	同意の内容
	

	テーマ型まちづくり

計画の名称
	

	テーマ型まちづくり

計画の面積
	


様式第２１号（第１３条関係）

テーマ型まちづくり計画同意者名簿

　　年　　月　　日
	番号
	氏　名
	住　所
	印
	生　年　月　日

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注意：対象となるのは、名簿提出日の属する年の１月１日現在に熱海市内に住所を有する２０歳以上の者です。

様式第２２号（第１４条関係）

意　見　書

年　　月　　日　　

熱海市長　　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所　　　　　　　　　　　　　　
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　　　　　　

熱海市まちづくり条例第１６条第４項の規定により、意見書を提出します。

	案　　 件　 　名
	

	意見の区分
	□　賛　成　　　□　反　対　　　□　その他

	意見の内容
	


様式第２３号（第１５条関係）

都市計画提案書
　　年　　月　　日
熱海市長　　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　氏　　名　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

　熱海市まちづくり条例第２０条第１項の規定により、都市計画の決定又は変更について提案します。
	都市計画の種類
	

	名称
	

	位置
	

	面積
	

	提案の内容
	

	提案の理由
	

	添付書類
	□　都市計画の素案（総括図、位置図及び計画書）

□　都市計画法第２１条の２第３項第２号の同意を得たことを証する書類

□　関係図書（区域図、周辺関係図、参考図等）

□　まちづくり基本計画に適合する旨の検討書

□　周辺環境に及ぼす影響及びその影響への対策に関する書類
□　土地所有者等への説明経過書

□　提案資格を有することを証する書類
□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


様式第２４号（第１６条関係）

意　見　書

年　　月　　日　　

熱海市長　　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所　　　　　　　　　　　　　　
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　　　　　　


□第２２条第３項の規定
熱海市まちづくり条例　　□第２３条第２項の規定　により、意見書を提出します。
□第２７条第２項の規定
□第２８条第２項の規定
	案件名
	

	意見の区分
	□　賛　成　　　□　反　対　　　□　その他

	意見の内容
	


様式第２５号（第１８条関係）

地区計画等の原案の申出書
　　年　　月　　日
熱海市長　　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団 体 名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　氏　　名　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

　熱海市まちづくり条例第２５条の規定により、地区計画等に関する都市計画の決定若しくは変更又は地区計画等の原案を申出ます。
	申出の区分
	□　地区計画等に関する都市計画の決定の申出

□　地区計画等に関する都市計画の変更の申出

□　地区計画等の原案の申出

	地区計画の種類
	

	名称
	

	位置
	

	面積
	

	申出の内容
	

	申出の理由
	

	添付書類
	□　地区計画の原案（総括図、位置図及び計画書）

※地区計画の原案は地区計画等の原案の申出の場合のみ
□　関係者等の同意書
□　関係図書（区域図、周辺関係図等）

□　まちづくり基本計画に適合する旨の検討書

□　土地所有者等への説明経過書
□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


様式第２６号（第１９条関係）

開発事業事前協議書

　　年　　月　　日
熱海市長　　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　協議代理者　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者

　熱海市まちづくり条例第２９条第１項の規定により、次のとおり届け出ます。

	開発事業番号
	Ｎｏ．　　　　　　　　　　　　　　　　（※届出時に記入して下さい。）

	開発事業の

名称
	

	施行区域の

場所
	熱海市

	施行区域の

面積
	㎡
	観光商業集積区域
	内　・　外

	用途地域
	□第一種低層住居専用地域　□第一種中高層住居専用地域　□第二種中高層住居専用地域
□第一種住居地域　□第二種住居地域　□近隣商業地域　□商業地域　□無指定

	その他の
地域地区
	

	指定建ぺい率
	％
	指定容積率
	％

	開発事業の

概要
	宅地分譲
	区画数
	　　　　　　　　　　　　　区画

	
	
	区画面積
	最大　　　㎡
	最小　　　㎡
	平均　　　　㎡

	
	上記以外
	主な用途
	

	
	
	階数
	地上　　階，地下　　階
	高さ
	ｍ

	
	
	建ペイ率
	％
	容積率
	％

	
	
	棟数
	棟
	戸数
	戸

	
	
	建築面積
	㎡
	延床面積
	㎡

	設計者の氏名連絡先等
	住所：
氏名：

電話番号：

	添付図書
	□案内図　□開発事業の概要を示した図書（平面図・断面図・立面図・日影図・緑化計画図・排水計画図）□公図写し　□現況及び周辺の写真　□利害関係者名簿及びその範囲図　　　　□土地所有者の同意書（開発事業用地未取得のとき）□その他必要な図書　


※この開発事業事前協議書を提出した時は、速やかに施行区域に事前事業計画表示板を設置し、利害関係者に事業説明を行って下さい。
様式第２７号（第２１条関係）

	事前事業計画表示板

	開発事業番号
	Ｎｏ．
	開発事業事前協議書の届出日
	　　　年　　月　　日

	開発事業の名称
	

	施行区域の場所
	熱海市

	施行区域の面積
	　　　　　　　　　　㎡
	観光商業集積区域
	内　・　外

	用途地域
	
	指定建ぺい率
	％
	指定容積率
	％

	建築物の概要
	用途
	

	
	建築面積
	㎡
	延床面積
	㎡

	
	構造
	
	敷地面積
	㎡

	開発事業の概要
	宅地分譲
	区画数
	区画

	
	
	区画面積
	最大　　　㎡
	最小　　　㎡
	平均　　　㎡

	
	上記以外
	主な用途
	

	
	
	階数
	地上　　階　、地下　　階
	高　さ
	ｍ

	
	
	棟数
	棟
	戸数
	戸

	説明会の開催

予定日等
	日時
	年　　月　　日　　　　時　　　分から

	
	場所
	

	事業者
	（住所）

（氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　

	協議代理者
	（住所）

（氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　

	設計者
	（住所）

（氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　

	表示板設置

年月日
	年　　　月　　　日

	以上は、熱海市まちづくり条例第３０条第１項の規定により記載したものです。

	事業計画表示板

	開発事業計画審査願の提出日
	年　　　月　　　日
	土地利用計画図

	開発事業事前

協議書からの

変更概要
	
	

	事業着手予定年月日
	年　　　月　　　日
	

	事業完成予定年月日
	年　　　月　　　日
	

	以上は、熱海市まちづくり条例第３７条第１項の規定により記載したものです。

	（連絡先）　事業者　住所
　　　　　　　　　　氏名
担当者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

備考：この標識は、熱海市まちづくり条例の規定により事業者が設置をするものです。

この開発事業の概要は、　　　　　　　　課で閲覧することができます。


（縦１２０センチメートル以上、横９０センチメートル以上）

様式第２８号（第２２条関係）
説明会報告書

　　年　　月　　日
熱海市長　　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号


　　　　　　　　　　　　□第３０条第３項
　熱海市まちづくり条例　　　　　　　　　　の規定により、説明会等について報告します

　　　　　　　　　　　　□第３７条第３項

	開発事業番号
	Ｎｏ．
	開発事業事前協議書の届出日
	年　　月　　日

	開発事業の名称
	

	施行区域の場所
	熱海市

	開催状況
	開催日時
	年　　月　　日　　　時　　分

	
	開催場所
	

	
	周知方法
	

	
	事業者側

出席者名


	

	
	利害関係者の

出席状況
	利害関係者　　　　　　　　　　　名

説明会出席者　　　　　　　　　　名

	開催結果の要旨
	意　見・要　望　等

	
	

	添付図書
	□説明会配布資料　□説明会議事録　□利害関係者範囲図　□出席者名簿
□その他必要な図書


様式第２９号（第２３条関係）

意　見　書

年　　月　　日　　

熱海市長　　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所　　　　　　　　　　　　　　
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　　　　

熱海市まちづくり条例第３１条第１項の規定により、次のとおり意見書を提出します。

	開発事業番号
	Ｎｏ．

	開発事業の名称
	

	意見の内容
	


※意見の内容は、要旨を明確に記述して下さい。
様式第３０号（第２４条関係）
回　答　書

　　年　　月　　日
熱海市長　　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

　熱海市まちづくり条例第３２条第１項の規定により、説明会で出された意見について次のとおり回答します。
	開発事業番号
	Ｎｏ．

	開発事業の名称
	

	施行区域の場所
	熱海市

	開催日時
	　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　（第　　回）

	開催場所
	

	意見と回答
	意　　　　見
	回　　　　答

	
	
	


様式第３１号（第２５条関係）
公聴会開催請求書

　　年　　月　　日
熱海市長　　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　請求者　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

　熱海市まちづくり条例第３３条第１項の規定により、公聴会の開催を請求します。
	開発事業番号
	Ｎｏ．

	開発事業の名称
	

	施行区域の場所
	熱海市

	署名者の数
	　　　　　　　　　　人

	申出の理由
	

	請求者の区分
	□利害関係者　　　□事業者


※請求者は、公聴会開催請求署名簿の連署代表者として下さい。

※申出の理由は、要旨を明確に記述して下さい。

様式第３２号の１（第２５条関係）

	公　聴　会　開　催　請　求　署　名　簿
	開発事業番号

	
	Ｎｏ．

	
	開発事業の名称

	
	


様式第３２号の２（第２５条関係）

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	有効無効
の確認

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	住　　　　　　　　　　　所

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	生年月日

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	氏　　　　　　名

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	印


　備考　太線の枠内を記入してください。

様式第３３号（第２７条関係）

公聴会公述申出書

　　年　　月　　日
熱海市長　　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所　　　　　　　　　　　　　　
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　　　　　　

　熱海市まちづくり条例施行規則第２７条の規定により、公聴会において次のとおり意見を公述したいので申出ます。
	開発事業番号
	Ｎｏ．

	開発事業の名称
	

	述べようとする

意見の内容
	


※意見の内容は、要旨を明確に記述して下さい。

様式第３４号（第３１条関係）

指　　　導　　　書
第　　号
年　　月　　日　　
　　　　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　熱海市長　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　年　　月　　日付けで事前協議のあった開発事業については、熱海市まちづくり条例第３５条第１項の規定により、次のとおり交付します。
	開発事業番号
	Ｎｏ．

	開発事業の名称
	

	施行区域の場所
	熱海市

	指導内容
	


１　この決定に不服がある場合は、この決定を知った日の翌日から起算して60日以内に、熱海市長に対して異議申立てをすることができます。

２　この決定の取消しを求める訴えをする場合には、この決定を知った日の翌日から起算して６箇月以内に熱海市を被告として(訴訟において熱海市を代表する者は熱海市長となります｡)、提起することができます。(決定を知った日から６箇月以内であっても、決定の日から1年を経過すると決定の取消しの訴えを提起することができなくなります｡)ただし、異議申立てをした場合には、この決定の取消しの訴えは、その異議申立てに対する決定の送達を受けた日の翌日から起算して６箇月以内に提起しなければなりません。

様式第３５号（第３２条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

熱海市長　　あて
開発事業計画審査願

熱海市まちづくり条例第３６条第１項の規定により、次のとおり申請します。

	事業者等
	事業者
	住所（法人にあっては主たる事務所の所在地）
電話番号
	氏名（法人にあっては名称及び代表者名）
　　　　　　　　　　　　　　

	
	協議代理者
	住所（法人にあっては主たる事務所の所在地）
電話番号
	氏名（法人にあっては名称及び代表者名）
　　　　　　　　　　　　　　

	
	設計者
	住所（法人にあっては主たる事務所の所在地）
電話番号
	氏名（法人にあっては名称及び代表者名）
　　　　　　　　　　　　　　

	
	工事施工者
	住所（法人にあっては主たる事務所の所在地）
電話番号
	氏名（法人にあっては名称及び代表者名）
　　　　　　　　　　　　　　

	事業名称等
	番号
	Ｎｏ．

	
	名称
	

	
	目的
	□宅地分譲　□共同住宅　□その他（　　　　　　　　　　　　　　）

	
	場所
	熱海市

	
	施行区域面積
	　　　　　　　　　　　　　　㎡

	都市計画等
	開発行為

該当の有無
	有　・　無
	観光商業集積区域
	内　・　外

	
	用途地域等
	□用途地域（　　　　　　）

□その他の地域地区

　（　　　　　　　　　　）
	指定建ぺい率
	％

	
	
	
	指定容積率
	％

	土地利用の現況と計画
	
	宅地
	農地
	公共施設用地
	その他
	合計

	
	
	
	
	道路
	公園
	緑地
	水路
	その他
	小計
	
	

	
	現況（㎡）

（％）
	(    )
	(    )
	(    )
	(    )
	(    )
	(    )
	(    )
	(    )
	(    )
	(  　  )

	
	計画（㎡）

（％）
	(    )
	(    )
	(    )
	(    )
	(    )
	(    )
	(    )
	(    )
	(    )
	(   　 )

	宅地・建築物等の施設の概要
	宅地分譲
	区画数
	　　　　　　　　　区画

	
	
	区画面積
	最大　　　　㎡
	最小　　　㎡
	平均　　　㎡

	
	上記以外

の場合
	用途・構造
	

	
	
	形態・色彩・意匠
	

	
	
	工事種別
	□新築　□増築・改築　□移転　□用途変更

	
	
	階数
	地上　　　階　　地下　　　階

	
	
	高さ
	最高　　　　ｍ

	
	
	建ぺい率
	％
	容積率
	％

	
	
	
	計画部分
	既存部分
	合計

	
	
	建築面積
	㎡
	㎡
	㎡

	
	
	延べ面積
	㎡
	㎡
	㎡

	
	
	容積率対象床面積
	㎡
	㎡
	㎡

	
	
	棟数
	棟
	戸数
	戸

	
	
	住戸規模
	最大　　　㎡
	最小　　　㎡
	平均　　　　㎡

	
	
	付属工作物
	□有（　　　　　　　　　　　　　　　　　）□無

	工事期間
	着手予定日　　　年　　月　　日～完了予定日　　　年　　月　　日

	開発事業の計画内訳
	公共施設及び公益施設
	道路
	施行区域内道路
	

	
	
	
	前面道路
	

	
	
	
	交通安全施設等
	

	
	
	公園等
	

	
	
	水道施設
	

	
	
	下水道施設
	

	
	
	排水施設
	

	
	
	消防施設
	消火栓・防火水槽・水利標識等の設置
	

	
	
	
	その他
	

	
	
	防災資機材倉庫等
	

	
	
	ごみ集積施設等
	

	
	
	防犯灯
	

	開発事業の計画内訳
	開発事業の整備
	施行区域内の緑化
	

	
	
	まちづくり空地
	

	
	
	駐車施設
	

	
	
	土地利用に関する措置

建築行為を伴わない
	接道緑化
	

	
	
	
	施行区域内の

緑化
	

	
	
	
	管理標識
	

	
	
	賑わい再生
	各戸専有面積
	

	
	
	
	集会所
	

	
	
	
	ランドリースペース・浴室乾燥機室
	

	
	
	
	収納スペース
	

	
	
	
	集客施設
	

	
	
	
	ベランダ等への

空間創出
	

	
	防犯対策

（条例第５３条関係）
	

	他法令による手続関係
	

	添付図書
	□委任状（協議代理者がある場合）　□排水施設構造図
□印鑑証明書又は印鑑登録証明書　　□給水系統図
□案内図　　　　　　　　　　　　　□植栽計画図
□土地明細書　　　　　　　　　　　□防災施設計画図（配置図・構造図）
□利害関係者名簿・範囲図面　　　　□造成計画平面図
□公図の写し　　　　　　　　　　　□土量計算書
□敷地求積図　　　　　　　　　　　□残土処理計画書（残土があるときのみ）
□現況図　　　　　　　　　　　　　□土地所有者の計画同意書
□土地利用計画図　　　　　　　　　　（開発事業用地未取得のとき）
□敷地縦、横断面図　　　　　　　　□指導書に対する見解書
□雨水等排水系統図　　　　　　　　□その他必要な図書
□排水計算書
※建築行為を伴うとき

□配置図　　　　　　　　　　　　　□日影図

□各階平面図　　　　　　　　　　　□その他必要な図書

□立面図


※この開発事業計画審査願を提出した時は、速やかに事業計画表示板に必要な事項を記載して下さい。
様式第３６号（第３２条関係）

指導書に対する見解書

　　年　　月　　日
熱海市長　　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所　　　　　　　　　　　　　　
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　　　　
　熱海市まちづくり条例第３６条第１項の規定により、次のとおり提出します。
	開発事業番号
	Ｎｏ．

	開発事業の名称
	

	施行区域の場所
	熱海市

	指導書の内容
	指導書に対する見解

	
	


様式第３７号（第３３条関係）

審査基準適合通知書

第　　号
　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　熱海市長　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　年　　月　　日付けで申請のあった次の開発事業は、熱海市まちづくり条例第３８条に規定する開発事業に係る基準に適合しているので、同条例第３９条第１項の規定により、通知します。

	開発事業番号
	Ｎｏ．

	開発事業の名称
	

	開発事業の目的
	□宅地分譲　□共同住宅　□その他（　　　　　　　　　　　　　）

	施行区域の場所
	熱海市

	施行区域の面積
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡


※工事着手前に工事協定を締結すると共に、開発事業工事着手届を提出すること。防災工事終了後に中間検査を受けること。
１　この決定に不服がある場合は、この決定を知った日の翌日から起算して60日以内に、熱海市長に対して異議申立てをすることができます。

２　この決定の取消しを求める訴えをする場合には、この決定を知った日の翌日から起算して６箇月以内に熱海市を被告として(訴訟において熱海市を代表する者は熱海市長となります｡)、提起することができます。(決定を知った日から６箇月以内であっても、決定の日から1年を経過すると決定の取消しの訴えを提起することができなくなります｡)ただし、異議申立てをした場合には、この決定の取消しの訴えは、その異議申立てに対する決定の送達を受けた日の翌日から起算して６箇月以内に提起しなければなりません。

様式第３８号（第３３条関係）

事業計画補正通知書
第　　号　　

年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　熱海市長　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　年　　月　　日付けで申請のあった次の開発事業は、熱海市まちづくり条例第３８条に規定する開発事業に係る基準に適合していないので、同条例第３９条第２項の規定により、補正するための措置を講ずることを通知します。

	開発事業番号
	Ｎｏ．

	開発事業の名称
	

	施行区域の場所
	熱海市

	補正内容
	

	補正期限
	年　　　月　　　日


１　この決定に不服がある場合は、この決定を知った日の翌日から起算して60日以内に、熱海市長に対して異議申立てをすることができます。

２　この決定の取消しを求める訴えをする場合には、この決定を知った日の翌日から起算して６箇月以内に熱海市を被告として(訴訟において熱海市を代表する者は熱海市長となります｡)、提起することができます。(決定を知った日から６箇月以内であっても、決定の日から1年を経過すると決定の取消しの訴えを提起することができなくなります｡)ただし、異議申立てをした場合には、この決定の取消しの訴えは、その異議申立てに対する決定の送達を受けた日の翌日から起算して６箇月以内に提起しなければなりません。

様式第３９号（第３３条関係）

審査基準不適合通知書
第　　号　

　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　熱海市長　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　年　　月　　日付けで補正措置を通知した次の開発事業については、期限までに補正がされなかったので、熱海市まちづくり条例第３９条第３項の規定により通知します。

	開発事業番号
	Ｎｏ．

	開発事業の名称
	

	施行区域の場所
	熱海市

	不適合理由
	


１　この決定に不服がある場合は、この決定を知った日の翌日から起算して60日以内に、熱海市長に対して異議申立てをすることができます。

２　この決定の取消しを求める訴えをする場合には、この決定を知った日の翌日から起算して６箇月以内に熱海市を被告として(訴訟において熱海市を代表する者は熱海市長となります｡)、提起することができます。(決定を知った日から６箇月以内であっても、決定の日から1年を経過すると決定の取消しの訴えを提起することができなくなります｡)ただし、異議申立てをした場合には、この決定の取消しの訴えは、その異議申立てに対する決定の送達を受けた日の翌日から起算して６箇月以内に提起しなければなりません。

様式第４０号（第３３条関係）

補正通知回答書

　　年　　月　　日
熱海市長　　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

　熱海市まちづくり条例施行規則第３３第３項の規定により、開発事業計画の補正通知について次のとおり回答します。
	開発事業番号
	

	開発事業の名称
	

	施行区域の場所
	熱海市

	
	補　正　前
	補　正　後

	補　　正　　し　　た　　内　　容
	
	

	
	
	

	
	
	


※添付図書　□補正した内容が分かる図書

様式第４１号（第３４条関係）

開発事業計画変更届出書

　　年　　月　　日
熱海市長　　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

　熱海市まちづくり条例第４０条第１項の規定により、開発事業の変更について次のとおり届け出ます。
	開発事業番号
	Ｎｏ．

	開発事業の名称
	

	施行区域の場所
	熱海市

	
	変　更　前
	変　更　後

	変　　更　　の　　内　　容
	
	

	変更の理由
	


※添付図書　□変更した内容が分かる図書
※変更の内容は、熱海市まちづくり条例施行規則第３４条に掲げる事項について記載して下さい。
様式第４２号（第３４条関係）

開発事業計画変更審査願

　　年　　月　　日
熱海市長　　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

　熱海市まちづくり条例第４０条第２項の規定により、開発事業の変更について次のとおり申請します。
	開発事業番号
	

	開発事業の名称
	

	施行区域の場所
	

	
	変　　更　　後

	変更の内容
	

	変更の理由
	


※添付図書　□変更した内容が分かる図書

※変更の内容は、熱海市まちづくり条例施行規則第３４条に掲げる事項について記載して下さい。
様式第４３号（第３４条関係）

審査基準再適合通知書
第　　号
年　　月　　日　　
　　　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　熱海市長　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　年　　月　　日付けで変更のあった次の開発事業は、熱海市まちづくり条例第３８条に規定する開発事業に係る基準に適合しているので通知します。

	開発事業番号
	Ｎｏ．

	開発事業の名称
	

	開発事業の目的
	□宅地分譲　□共同住宅　□その他（　　　　　　　　　　　　　　）

	施行区域の場所
	熱海市

	施行区域の面積
	　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡


１　この決定に不服がある場合は、この決定を知った日の翌日から起算して60日以内に、熱海市長に対して異議申立てをすることができます。

２　この決定の取消しを求める訴えをする場合には、この決定を知った日の翌日から起算して６箇月以内に熱海市を被告として(訴訟において熱海市を代表する者は熱海市長となります｡)、提起することができます。(決定を知った日から６箇月以内であっても、決定の日から1年を経過すると決定の取消しの訴えを提起することができなくなります｡)ただし、異議申立てをした場合には、この決定の取消しの訴えは、その異議申立てに対する決定の送達を受けた日の翌日から起算して６箇月以内に提起しなければなりません。

様式第４４号（第３６条関係）
開発事業工事着手届出書
　　年　　月　　日
熱海市長　　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

　熱海市まちづくり条例第４４条第３項の規定により、工事に着手したので届け出ます。　　
	開発事業番号
	Ｎｏ．

	開発事業の名称
	

	施行区域の場所
	熱海市

	施行区域の面積
	㎡
	観光商業集積区域
	内　・　外

	開発基準適合通知書等の

交付年月日
	　　　　第　　　号　　　　　年　　　月　　　日

	協定締結年月日
	年　　　月　　　日

	工事着手年月日
	年　　　月　　　日

	工事完了予定年月日
	年　　　月　　　日

	工事施工者
	氏名
	

	
	住所
	

	
	連絡先
	　　　　　　　　　　　        電話番号　　　

	工事監督者等
	監督者氏名
	　　　　　　　　　　        　電話番号　　　　

	
	現場代理人
	　　　　　　　　　　        　電話番号　　　　

	
	緊急連絡先
	　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　        電話番号　　　　


※添付図書　□工事工程表

　　　　　　□工事協定書（写）
様式第４５号（第３６条関係）
開発事業工事完了届出書
　　年　　月　　日
熱海市長　　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

熱海市まちづくり条例第４４条第５項の規定により、工事が完了したので届け出ます。

	開発事業番号
	Ｎｏ．

	開発事業の名称
	

	施行区域の場所
	熱海市

	施行区域の面積
	㎡
	観光商業集積区域
	内　・　外

	開発基準適合通知書等の

交付年月日
	　　　　第　　　号　　　　年　　　月　　　日

	工事着手年月日
	年　　月　　日

	工事完了年月日
	年　　月　　日

	工事施工者氏名・住所
	　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　

	工事監督者氏名・住所
	　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　


※添付図書　□工事完成写真
（着手前と完成後が対比できるもの。また、全体の概要が分かるもの。配筋写真等は不要。）

　　　　　　□他法令等の完了検査合格書の写し

　　　　　　□完成図面（開発事業計画審査願と内容が異なっている場合）
様式第４６号（第３６条関係）
開発事業工事（中断・廃止）届出書
　　年　　月　　日
熱海市長　　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

熱海市まちづくり条例第４４条第５項の規定により、開発事業に関する工事を（中断・廃止）したので届け出ます。　　

	開発事業番号
	Ｎｏ．

	開発事業の名称
	

	施行区域の場所
	熱海市

	施行区域の面積
	㎡
	観光商業集積区域
	内　・　外

	開発基準適合通知書等の

交付年月日
	　　　　第　　　号　　　　年　　　月　　　日

	協定締結年月日
	年　　　月　　　日

	工事着手年月日
	年　　　月　　　日

	工事（中断・廃止）年月日
	年　　　月　　　日

	（中断・廃止）する理由
	

	工事の進行状況
	

	緊急連絡先
	氏名
	

	
	住所
	

	
	電話番号
	


※添付図書　（中断のとき）□工事中断時の現況図及び現況写真
□工事中断期間中の防災工事の計画図書
（廃止のとき）□廃止しようとする時点における土地の現況図及び現況写真

□事業の廃止に伴う従前の公共施設の回復計画書

□事業の廃止に伴う防災工事計画図書
様式第４７号（第３６条関係）

防災工事完了届
　　年　　月　　日
熱海市長　　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

熱海市まちづくり条例第４４条第５項及び熱海市まちづくり条例施行規則第３６条第２項の規定により、防災工事が完了したので届け出ます。

	開発事業番号
	Ｎｏ．

	開発事業の名称
	

	施行区域の場所
	熱海市

	施行区域の面積
	㎡
	観光商業集積区域
	内　・　外

	開発基準適合通知書等の

交付年月日
	　　　　第　　　号　　　　年　　　月　　　日

	防災工事完了年月日
	年　　　月　　　日

	防災工事の内容
	道路等
	

	
	排水施設
	

	
	その他
	

	工事施工者
	氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

	
	住所



	工事監督者
	氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

	
	住所



	確認状況
	確認年月日
	　　　　年　　月　　日

	
	確認者氏名
	


（注）太枠欄は記入しないで下さい。

※添付図書　□防災施設の完成写真
　　　　　　□防災工事完了時の平面図
様式第４８号（第３７条関係）
（中間・完了）検査申出書

　　年　　月　　日
熱海市長　　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

　熱海市まちづくり条例第４５条第１項の規定により、開発事業に関する工事の（中間・完了）検査を受けたいので申出ます。
	開発事業番号
	Ｎｏ．

	開発事業の名称
	

	施行区域の場所
	熱海市

	施行区域の面積
	㎡
	観光商業集積区域
	内　・　外

	工事施工者
	氏名
	

	
	住所
	

	
	電話番号
	　　　　　　　

	現場監督者
	監督者氏名
	

	
	現場代理人
	

	
	電話番号
	　　　　　　　

	工事完了（予定）年月日
	年　　月　　日

	検査年月日
	年　　月　　日


（注）太枠欄は記入しないで下さい。

※添付図書　（中間検査のとき）□検査を受ける施設に関する図書
　　　　　　（完了検査のとき）□完成図書（完成図面、写真等）　

様式第４９号（第３７条関係）

完了検査適合通知書
第　　号　　

年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　熱海市長　　　　　　　　　　　　　　　
熱海市まちづくり条例第４５条第２項の規定により、開発事業に関する工事完了検査をした結果、適合していると認めたので通知します。

	開発事業番号
	Ｎｏ．

	開発事業の名称
	

	開発事業の目的
	□宅地分譲　□共同住宅　□その他（　　　　　　　　　　　　　）

	施行区域の場所
	熱海市

	施行区域の面積
	　　　　　　　㎡

	事業者
	氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

	
	住所



	工事施工者
	氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

	
	住所



	工事監督者
	氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

	
	住所



	検査の状況
	検査年月日
	　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

	
	検査者氏名
	


１　この決定に不服がある場合は、この決定を知った日の翌日から起算して60日以内に、熱海市長に対して異議申立てをすることができます。

２　この決定の取消しを求める訴えをする場合には、この決定を知った日の翌日から起算して６箇月以内に熱海市を被告として(訴訟において熱海市を代表する者は熱海市長となります｡)、提起することができます。(決定を知った日から６箇月以内であっても、決定の日から1年を経過すると決定の取消しの訴えを提起することができなくなります｡)ただし、異議申立てをした場合には、この決定の取消しの訴えは、その異議申立てに対する決定の送達を受けた日の翌日から起算して６箇月以内に提起しなければなりません。

様式第５０号（第３７条関係）

完了検査結果是正通知書

第　　号
　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　熱海市長　　　　　　　　　　　　　　　
熱海市まちづくり条例第４５条第２項の規定により、次のとおり是正をするよう通知ます。

	開発事業番号
	Ｎｏ．

	開発事業の名称
	

	開発事業の目的
	□宅地分譲　□共同住宅　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

	施行区域の場所
	熱海市

	施行区域の面積
	　　　　　　　　　　　　　㎡

	是正内容
	

	是正期限
	年　　　月　　　日

	検査の状況
	検査年月日
	　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

	
	検査者氏名
	


（注）太枠欄は、記入しないで下さい。

１　この決定に不服がある場合は、この決定を知った日の翌日から起算して60日以内に、熱海市長に対して異議申立てをすることができます。

２　この決定の取消しを求める訴えをする場合には、この決定を知った日の翌日から起算して６箇月以内に熱海市を被告として(訴訟において熱海市を代表する者は熱海市長となります｡)、提起することができます。(決定を知った日から６箇月以内であっても、決定の日から1年を経過すると決定の取消しの訴えを提起することができなくなります｡)ただし、異議申立てをした場合には、この決定の取消しの訴えは、その異議申立てに対する決定の送達を受けた日の翌日から起算して６箇月以内に提起しなければなりません。

様式第５１号（第３８条関係）

	　第　　　　　　号

身分証明証
所属

職

氏名

　　　　

　上記の者は、熱海市まちづくり条例第４６条第1項の規定により立入検査をすることができるものであることを証明する。

　　　　　　年　　　月　　　日

熱海市長　　　　　　　　　　　


（縦６５ミリメートル、横９０ミリメートル）
様式第５２号（第３９条関係）

勧　　告　　書

第　　号
　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　熱海市長　　　　　　　　　　　　　　　
熱海市まちづくり条例第４７条の規定により、次のとおり工事の（停止・中止・その他の措置）を勧告します。

	勧告の区分
	□　工事の停止

· 工事の中止

· その他の措置

	開発事業番号
	Ｎｏ．

	開発事業の名称
	

	施行区域の場所
	熱海市

	事業者
	氏名

	
	住所

	工事施工者
	氏名

	
	住所

	勧告理由
	

	勧告内容
	


１　この決定に不服がある場合は、この決定を知った日の翌日から起算して60日以内に、熱海市長に対して異議申立てをすることができます。

２　この決定の取消しを求める訴えをする場合には、この決定を知った日の翌日から起算して６箇月以内に熱海市を被告として(訴訟において熱海市を代表する者は熱海市長となります｡)、提起することができます。(決定を知った日から６箇月以内であっても、決定の日から1年を経過すると決定の取消しの訴えを提起することができなくなります｡)ただし、異議申立てをした場合には、この決定の取消しの訴えは、その異議申立てに対する決定の送達を受けた日の翌日から起算して６箇月以内に提起しなければなりません。

様式第５３号（第４０条関係）

命　　令　　書

第　　号
　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　熱海市長　　　　　　　　　　　　　　　
熱海市まちづくり条例第４８条第１項の規定により、工事の停止若しくは中止又は是正の措置を講ずることを命じます。

	命令の区分
	□　工事の停止
· 工事の中止

· 是正の措置

	開発事業番号
	Ｎｏ．

	開発事業の名称
	

	施行区域の場所
	熱海市

	事業者
	氏名

	
	住所

	命令理由
	

	命令内容
	

	是正期限
	年　　　月　　　日


１　この決定に不服がある場合は、この決定を知った日の翌日から起算して60日以内に、熱海市長に対して異議申立てをすることができます。

２　この決定の取消しを求める訴えをする場合には、この決定を知った日の翌日から起算して６箇月以内に熱海市を被告として(訴訟において熱海市を代表する者は熱海市長となります｡)、提起することができます。(決定を知った日から６箇月以内であっても、決定の日から1年を経過すると決定の取消しの訴えを提起することができなくなります｡)ただし、異議申立てをした場合には、この決定の取消しの訴えは、その異議申立てに対する決定の送達を受けた日の翌日から起算して６箇月以内に提起しなければなりません。

様式第５４号（第４４条関係）

あっせん申出書

　　年　　月　　日
熱海市長　　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

　熱海市まちづくり条例第６０条第１項の規定により、あっせんを申出ます。
	開発事業番号
	Ｎｏ．

	開発事業の名称
	

	施行区域の場所
	熱海市

	あっせんを

求める相手方の

氏名及び住所
	氏名

	
	住所

	あっせんを

求める事項
	

	交渉経過の概要
	

	その他参考となる事項
	


※申出者が複数の場合は、名簿を添付し連署代表者が申出て下さい。

様式第５５号（第４４条関係）

あっせん決定通知書
第　　号
　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　熱海市長　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　年　　月　　日付けで申出のあったあっせんについては、熱海市まちづくり条例施行規則第４４条第２項の規定により、次のとおり決定したので通知します。
	決定の区分
	□　あっせんを行います

□　あっせんを行いません（理由：　　　　　　　　　　　　　　）

	開発事業番号
	Ｎｏ．

	開発事業の名称
	

	施行区域の場所
	熱海市

	あっせんの

相手方の氏名

及び住所
	氏名

	
	住所

	あっせんを

行う日時
	年　　　月　　　日　　　午前・午後　　　時　　　分

	あっせんを

行う場所
	


１　この決定に不服がある場合は、この決定を知った日の翌日から起算して60日以内に、熱海市長に対して異議申立てをすることができます。

２　この決定の取消しを求める訴えをする場合には、この決定を知った日の翌日から起算して６箇月以内に熱海市を被告として(訴訟において熱海市を代表する者は熱海市長となります｡)、提起することができます。(決定を知った日から６箇月以内であっても、決定の日から1年を経過すると決定の取消しの訴えを提起することができなくなります｡)ただし、異議申立てをした場合には、この決定の取消しの訴えは、その異議申立てに対する決定の送達を受けた日の翌日から起算して６箇月以内に提起しなければなりません。

様式第５６号（第４６条関係）

あっせん打切通知書

第　　号
　　年　　月　　日
　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　熱海市長　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　年　　月　　日付けで決定したあっせんについては、熱海市まちづくり条例第６０条第５項の規定により、次のとおり打ち切りましたので通知します。
	開発事業番号
	Ｎｏ．

	開発事業の名称
	

	施行区域の場所
	熱海市

	あっせんの

相手方の氏名

及び住所
	氏名

	
	住所

	あっせんの

打切りの理由
	


１　この決定に不服がある場合は、この決定を知った日の翌日から起算して60日以内に、熱海市長に対して異議申立てをすることができます。

２　この決定の取消しを求める訴えをする場合には、この決定を知った日の翌日から起算して６箇月以内に熱海市を被告として(訴訟において熱海市を代表する者は熱海市長となります｡)、提起することができます。(決定を知った日から６箇月以内であっても、決定の日から1年を経過すると決定の取消しの訴えを提起することができなくなります｡)ただし、異議申立てをした場合には、この決定の取消しの訴えは、その異議申立てに対する決定の送達を受けた日の翌日から起算して６箇月以内に提起しなければなりません。

様式第５７号（第４８条関係）

調停勧告書

第　　号
　　年　　月　　日
　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　熱海市長　　　　　　　　　　　　　　　
熱海市まちづくり条例第６２条第１項の規定により、調停に付することに合意するよう勧告します。ついては、調停勧告回答書により回答してください。
	開発事業番号
	 Ｎｏ．

	開発事業の名称
	

	施行区域の場所
	熱海市

	調停の相手方の氏名及び住所
	氏名

	
	住所

	調停事項
	

	回答期限
	年　　月　　日


様式第５８号（第４８条関係）

調停勧告回答書

　　年　　月　　日
熱海市長　　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

熱海市まちづくり条例施行規則第４８条第２項の規定により、次のとおり回答します。

	開発事業番号
	Ｎｏ．

	開発事業の名称
	

	施行区域の場所
	熱海市

	回答区分
	　　　□　合意します

調停に付することに　

□　合意しません

	合意しない理由
	


様式第５９号（第４８条関係）

調停決定通知書

第　　号
　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　熱海市長　　　　
　　　　　　　　　　　
熱海市まちづくり条例第６２条第２項の規定により、調停について次のとおり決定したので通知します。なお、熱海市まちづくり条例施行規則第５１条の規定により、出席者は　　　人以内とします。
	決定の区分
	□　調停を行います
□　調停を行いません（理由：　　　　　　　　　　　　　　　　）

	開発事業番号
	Ｎｏ．

	開発事業の名称
	

	施行区域の場所
	熱海市

	調停の相手方の氏名及び住所
	氏名

	
	住所

	調停を行う日時
	　　　　　　年　　　月　　　日　午前・午後　　　時　　　分

	調停を行う場所
	


１　この決定に不服がある場合は、この決定を知った日の翌日から起算して60日以内に、熱海市長に対して異議申立てをすることができます。

２　この決定の取消しを求める訴えをする場合には、この決定を知った日の翌日から起算して６箇月以内に熱海市を被告として(訴訟において熱海市を代表する者は熱海市長となります｡)、提起することができます。(決定を知った日から６箇月以内であっても、決定の日から1年を経過すると決定の取消しの訴えを提起することができなくなります｡)ただし、異議申立てをした場合には、この決定の取消しの訴えは、その異議申立てに対する決定の送達を受けた日の翌日から起算して６箇月以内に提起しなければなりません。
様式第６０号（第４９条関係）

調停案受諾勧告書
第　　号
　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　熱海市開発事業紛争調停委員会　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　委員長
熱海市まちづくり条例第６２条第４項の規定により、次のとおり調停案を受諾するよう勧告します。ついては、調停案受諾勧告回答書により回答して下さい。
	開発事業番号
	Ｎｏ．

	開発事業の名称
	

	施行区域の場所
	熱海市

	回答期限
	年　　月　　日

	調停案
	


様式第６１号（第４９条関係）

調停案受諾勧告回答書
　　年　　月　　日
熱海市開発事業紛争調停委員会 
　　委員長　　あて　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

熱海市まちづくり条例施行規則第４９条第２項の規定により、次のとおり回答します。

	開発事業番号
	Ｎｏ．

	開発事業の名称
	

	施行区域の場所
	熱海市

	回答区分
	□　受諾します

調停案を　

□　受諾しません

	受諾しない理由
	


様式第６２号（第５０条関係）

調停打切通知書

第　　号
　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　熱海市開発事業紛争調停委員会　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　委員長
　熱海市まちづくり条例第６２条第５項の規定により、調停を打ち切りましたので通知します。
	開発事業番号
	Ｎｏ．

	開発事業の名称
	

	施行区域の場所
	熱海市

	調停の相手方の住所及び氏名
	

	調停打切りの理由
	


１　この決定に不服がある場合は、この決定を知った日の翌日から起算して60日以内に、熱海市長に対して異議申立てをすることができます。

２　この決定の取消しを求める訴えをする場合には、この決定を知った日の翌日から起算して６箇月以内に熱海市を被告として(訴訟において熱海市を代表する者は熱海市長となります｡)、提起することができます。(決定を知った日から６箇月以内であっても、決定の日から1年を経過すると決定の取消しの訴えを提起することができなくなります｡)ただし、異議申立てをした場合には、この決定の取消しの訴えは、その異議申立てに対する決定の送達を受けた日の翌日から起算して６箇月以内に提起しなければなりません。

様式第６３号（第５１条関係）

代表者選定届出書

第　　号
　　年　　月　　日
　　熱海市長　　　　　　　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

　熱海市まちづくり条例施行規則第５１条第２項の規定により、次のとおり代表者を選定したので届け出ます。
　届出人（紛争当事者）
	氏　　　　　　名
	住　　　　　　　　　　所

	印　
	

	印　
	

	印　
	

	印　
	

	印　
	

	印　
	

	印　
	

	印　
	

	印　
	

	印　
	


　代表者
	氏　　　　　　名
	住　　　　　　　　　　所

	印　
	電話　　　　　　

	印　
	電話　　　　　　

	印　
	電話　　　　　　

	印　
	電話　　　　　　


様式第６４号（第５３条関係）

開発事業地位承継報告書

　　年　　月　　日
熱海市長　　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（地位を譲り受けた者）　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　事業者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（地位を譲り渡した者）  　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　事業者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　熱海市まちづくり条例施行規則第５３条第１項の規定により、地位の承継について報告をします。　　　
	開発事業番号
	Ｎｏ．

	開発事業の名称
	

	施行区域の場所
	熱海市

	地位承継（予定）

年月日
	年　　月　　日


※相続人等に関する添付図書　□相続関係図　

□その他必要な図書

様式第６５号（第５３条関係）

開発事業地位承継承認申請書

　　年　　月　　日
熱海市長　　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（地位を譲り受けようとする者）　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　事業者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（地位を譲り渡そうとする者）  　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　事業者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　熱海市まちづくり条例施行規則第５３条第２項の規定により、地位承継の承認を申請します。　　　
	開発事業番号
	Ｎｏ．

	開発事業の名称
	

	施行区域の場所
	熱海市

	地位承継（予定）

年月日
	年　　月　　日


※譲受人に関する添付図書　□経歴書又は経営報告書　

□当該事業の資金計画書及び管理計画書

　　　　　　　　　　　　　□その他必要な図書

様式第６６条（第５３条関係）

開発事業地位承継承認通知書

第　　号
　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　熱海市長　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　年　　月　　日付で申請のあった地位承継の承認については、熱海市まちづくり条例施行規則第５３条第３項の規定により、次のとおり決定したので通知します。

	決定の区分
	□　承認します。

次の開発事業の地位承継を
□　承認しません。

	開発事業番号
	Ｎｏ．

	開発事業の名称
	

	施行区域の場所
	熱海市

	地位承継（予定）年月日
	年　　　月　　　日

	承認しない理由
	


１　この決定に不服がある場合は、この決定を知った日の翌日から起算して60日以内に、熱海市長に対して異議申立てをすることができます。

２　この決定の取消しを求める訴えをする場合には、この決定を知った日の翌日から起算して６箇月以内に熱海市を被告として(訴訟において熱海市を代表する者は熱海市長となります｡)、提起することができます。(決定を知った日から６箇月以内であっても、決定の日から1年を経過すると決定の取消しの訴えを提起することができなくなります｡)ただし、異議申立てをした場合には、この決定の取消しの訴えは、その異議申立てに対する決定の送達を受けた日の翌日から起算して６箇月以内に提起しなければなりません。

様式第６７号（別表第１の３の項第４号関係）

	　管　理　標　識

	管　理　者
	氏名
	

	
	住所
	

	
	連絡先
	電話番号　　　　　

	この標識は、熱海市まちづくり条例別表第３の６の項第３号の規定によるものです。


　　（縦８０センチメートル以上、横９０センチメートル以上）

